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1 本研究と本稿について
昨年の IADSL解禁」に端を発し，突如として「ブロードバンド通信」は各家庭
へと普及し始めた。本研究は，昨年， 1 e-]apanプログラム」とこの IADSL解禁」
に関わる電気通信事業法改正との関連性や経緯についての調査を行っていた際，多
くの疑問点と矛盾に遭遇し，これを契機として開始したものである。特に e-
]apanプログラムの 11 基本方針」中， (1)の「高速・超高速インターネットの普
及の推進」と(3)の「ネットワークコンテンツの充実」の関係には大きな矛盾が生じ
ている。 2001年7月当時，技術的には未成熟な部分は残るものの，ストリーミング
技術は広帯域通信環境下での実用レベルに達しており， 1ブロードバンド通信の普
及」への引き金さえ引いてしまえば，その潜在能力が一気に顕在化されてしまうこ
とは明らかであった。総務省内に設置されている審議会と研究会においても，ブロ
ードバンド化の推進に係わる数多くの審議や調査が行われていたが， 1ネットワー
クコンテンツの充実」の指針や政策の方向性についてはあまりにも漠然としたもの
で，高速・超高速インターネットの具体的な利用目的は明示されていなかった。つ
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まり，肝心の「高速・超高速インターネット」と「ネットワークコンテンツ」の関
係を明確に示せないままに， r e-]apan構想」へと進展しようとしたことになる。
この詳細は本稿本文中に記すが，この当時の e-]apanプログラムや総務省(旧郵
政省)には，既存のメディア産業への影響をどの程度まで想定していたのか，特に
この点については懐疑的にならざるをえなかった。本研究は，この背景から着手し
たものであり，ブロードバンド通信とストリーミング技術の相乗効果が鷲す社会的
な変化とビジネス市場の変化を対象とするものであるが，さらに e-ピジ、ネスへのス
トリーミング技術の融合なども視野に入れている。本稿は，この研究の中でも，特
にストリーミング技術の現状，ストリーミング技術の新たなターゲットとして注目
されている「ビジネス・ストリーミング」について解説しながら，その課題などを
指摘するものである。
先行研究と本研究について
この研究活動は，先行研究を基には行えない。配信型メディアそのものが，ブロ
ードバンド通信とストリーミング技術の融合上において初めて成立し得るものであ
り，また昨年春期から胎動期に入札本年から急速に始動期へとシフトし始めただ
けに，研究者と研究機関の両方が不足している状況にある。本研究と同様に，昨年
から IDC，富士キメラ総研，目立総合計画研究所なども研究を進めているようだ
が，ストリーミングに関する市場規模の予想，システム開発と管理，技術開発報告
などに特化した研究が主であり，ビジネス・ストリーミングや産業構造面における
影響などについての研究活動は，現状ではほとんど行われていないか，または研究
着手の時点ではないか，と考えられる。
このため，本研究では，総務省各審議会と調査委員会などの報告資料，ブロード
バンド通信とストリーミングの技術面の調査，同時に，ビジネス・ストリーミング，
インターネット放送とストリーミング配信事業への新規参入者の動向調査などを全
て同時進行で行い，これらを調査活動経過毎に重ね合わせる方法を採っている。先
行研究が全くない以上，本研究へ直接的・間接的に関連する幅広い分野から情報を
積み上げるしかない。
なお，注意点として，本稿も含め，本研究では「予測」という語を用いず，全て
「予想」を用いている。これは，本研究過程において，参照した数多くの資料や調
査活動報告に「予測」の文字が乱用されていたことに起因している。インターネッ
トに関連する調査研究は，調査対象が既に成熟市場や成熟技術にまで達しなければ，
その性質上， r予測Jは極めて困難である。特に，ブロードバンド通信やストリー
ストリーミング技術とビジネス・ストリーミング 87 
ミング技術の事業への応用などは，現時点では精度の高い「予測」を得ることはほ
ぼ不可能である。これは，ブロードバンド通信市場に関する予測などについても同
様であり，これまでにも多くの研究機関から数多くの予測が発表されてはいるもの
の，昨年から急速に立ち上がった新市場を，過去1年間のデータだけで予測できる
ものではない。特に，変革期に入ったインターネットに係わる調査研究では， 15 
年後」の予測など可能なはずもない。このため，本稿では敢えて「予想」を用いる
こととしている。
2 ストリーミング技術とストリーミング対応製品
通信のブロードバンド化に伴う経済構造的な変化には，現在の社会構造と産業構
造だけに焦点、を集中させた調査と予測だけでは不十分である。技術革新は時として，
変質に近い「変化」を生ずる引き金となる。このような変化の中では，時として
IA→A'J IB→B'Jのように進化的な成長を遂げるのではなく， IA. B→ CJの
ような変質を遂げることもある。例えば，本稿中で取り上げている「ブロードバン
ド通信」と「ストリーミング技術」の 2つの技術革新は，この典型例である。イン
ターネット通信接続速度の飛躍的な向上，つまり「通信の広帯域化」を意味する
「ブロードバンド化」は上述の IA→A'Jであり，ビジネス・ユースへの適合性を
高めたストリーミング技術は IB→Bつである。そして，この 2つの技術革新を
一対とした時に，初めて社会的な付加価値を生み出す。そのどちらか一方だけの技
術革新であれば，現状において，これほどまでの注目を浴びてはいなかったであろ
う。 Mokyr(1990)の技術革新分類法を用いれば，単独技術としてはブレークスル
ーに相当するかどうかについては微妙で、あるが，ブロードバンド通信と融合すれば，
社会的な長期発展に大きく係わる点において，大革新に分類される。
従来のインターネットに係わるビジネスの変革を総称する語として le・ピジ、ネス」
がある。しかし，今日までこの語の用法はナローバンドのインターネットを前提と
したものであり，急速に普及しつつあるブロードバンド通信環境を前提としていた
ものではない。企業にとっても，従来のナローバンド通信環境下では，対外的なコ
ミュニケーション・チャネルとしての潜在能力はそれほど高いものではなく，新た
なビジネス的価値を期待させるほどのものでもない。ところが，通信のブロ}ドバ
ンド化とストリーミング技術の並行的な進展は，インターネットをこれまでに例を
見ないほどに強力なコミュニケーション・チャネルへと豹変させようとしている。
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ストリーミング技術
ストリ}ミング技術とは，クライアントとサーバの通信関係から成り，映像と音
声のデータ配信技術と受信再生技術を総称した用語である。コンピュータ・システ
ムとしての技術的な処理プロセスの流れを下記に示す。下記の(a)と(b)については配
信側のサーバで行われる処理であり， (c)(d)(e)は受信側のクライアント PC中で処理
される。
(a) コンテンツのインコード処理
(b) ストリーミング・コンテンツ配信
(c) データストリーム受信処理と往信処理
(d) デコード処理
(e) 映像表示処理，音声出力処理
インターネット上でのオンデマンド映像配信やライブ映像放送の実現に向け，ス
トリーミング配信技術は大きな貢献を果たした。ストリーミング技術の登場以前は，
CDや DVDからの映像再生と同様にファイル形式再生(ダウンロード後の再生)
をネットワーク上でも利用していたが，データ容量的にも巨大な映像ファイルを低
通信帯域でダウンロードし，かっこのファイルを再生するには膨大な待ち時間を要
する。また，容量的負荷の高い映像ファイルは極端にハードディスク容量を消耗し
てしまう。特に，再生開始までに要する映像ファイルのダウンロード所要時間は，
利用者の立場からすれば許容範囲を超えたものである。そこで，映像ファイルのダ
ウンロード完了を待たずに先行再生する「擬似ストリーミング」技術が開発された。
ただし，従来のファイル転送を利用するため，この方式ではフロー制御と直接流量
制限を行なえず，安定した再生が困難となる。また，マルチキャストに対応してい
ないこの方式では，ライブ映像・音声配信をサポートできない。このため，インタ
ーネット上での映像・音声配信を実現するために，擬似的なストリーミングではな
く完全なストリーミング技術の確立が求められていた。
ストリーミング技術応用製品の開発については， 1995年頃から本格化し，再生プ
レイヤーの主要製品として，これまでに RealNetwor ksの iRealPlayerJ ， Xing 
Technologyの iSystemWorksJ， Microsoftの iMediaPlayer J， Appleの
i QuickTimeJなどが登場している。現在に至るまでの進化の過程の中で，映像と
音声の再生に関わる様々な機能追加が行われ，現在ではハイビジョン・レベルの映
像品質を実現可能とするほどの技術的な進化を遂げている。
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NetRatingsの調査では， 2002年4月時点の米国におけるストリーミング・フォ
ーマットの市場シェア分布は，家庭利用では rRealPlayerJの16.23%を筆頭に，
rWindows Media Player Jの14.41%， rQuickTimeJの6.92%となっており，また
これらの併用者が26.94%と最も多い。同調査のビジネス市場では， rWindows 
Media PlayerJの28.32%を筆頭に， rRealPlayer Jの26.99%，rQuickTimeJの
13.19%となっており，またこれらの併用が44.534%とやはり最も多い。つまり，現
状では MicrosoftとRea1Networksの一騎打ちの様相を呈している。
Microsoftは現在， Windowsの主要機能の一つでもあるメディア再生技術を飛躍
的に向上させようとしており，サーバ技術も含め，様々な新機能の追加や技術的課
題の克服に全力を上げており，競合している RealNetworksとの技術革新競争を演
じている。両社共に，技術面におけるキーワードは「ビジネス・ストリーミングJ，
「ブロードバンド通信への対応強化J，r高品位な映像と音声の再現」そして「家電
製品化」である。
ストリーミング対応家電製品
既に製品開発を終え，公式に出荷されている製品として ZapMediaの
rZapStationJがよく知られている。 CPUに Intelの Celeron800MHzを採用し，
Linuxベースの実行環境上で rLinDVDJを動作させる仕様となっている。しかし，
この ZapStationは PCをベースとした製品であり，技術的な視点に立てば，純粋
なセットボックス型の家電製品であるとは言い難い。また， 2000年に発表された製
品であるため，残念ながらストリーミング映像再生機能もサポートされていない。
本格的な DNE(Digita1 Network Entertainment)製品については，サン電子が
ブロードパンドラジオ製品 rBiBioJを発表し，米国 PioneerElectronicsも DNE
製品 rDigitaLibraryJなどを発表している。この製品が注目されるのは，家電製
品中に融合し難いストリーミング方式を Microsoftの協力を得て，最新パージョン
となる rWindowsMedia 9Jに対応させた上で製品開発を行っている点である。現
時点では詳細な製品仕様の公闘がなされておらず，この詳解は行えないが，仮に
Microsoftのプレスリリース通りに安定動作し，セキュリティ面も含めた信頼性を
確保できていれば，家電業界全体のニューメディア・シフトを一気に加速させるだ
けの潜在性も有している。ストリーミングを利用できるのは PCだけ，という固定
観念は，今後のストリーミング技術には該当しない。
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3 圧縮技術とサーバ技術
ストリーミング技術も含め，デジタル映像と圧縮技術は極めて密接な関係にある。
映像データを圧縮する目的は 2つに大別され， (1)記憶メディア容量の消費の軽減，
そして(2)メディアやパスのデータ転送遅延を補完する。ファイル容量の圧縮につい
ては既に周知されているため，ここにおいて解説は省略する。 (2)のデータ転送遅延
の補完を目的とするケースとは， A. B聞におけるデータ転送経路の速度(データ
通信速度)が極端に低く， Aが圧縮処理し， Bで解凍処理を行うほうが全体として
高速化の図れる場合に用いられる。ストリーミング技術では，この(1)と(2)の両目的
において圧縮を用いており，大きなデータ転送遅延の生じるインターネットの通信
環境では絶対不可欠な技術である。このストリーミングで用いる圧縮技術について
は後述するため，先ず，映像データ圧縮の国際標準である MPEG仕様の概要を表
1に示す。
表 1 MPEG仕様の概要
圧縮法 標準化完了年 主要解像度 再生フレームレート
MPEG1 1992年 352 x 240，320 x 240 15， 24， 29.97 
MPEG2 1994年 352 x 288-1920 x 1152 25-60 
MPEG4 1999年~ 任意 可変レー ト
上表1を参照すれば，任意の再生解像度と可変フレームレートである MPEG4の
特異性を理解できるはずである。これまでのインターネット通信環境では，通信の
広帯域化が優先課題で、あったわけだが，ブロードバンド化の進展により，この課題
は改善されつつある。しかし，もう一つの課題として残されていたのが「等時通信
収容性」である。複合型ネットワークであるインターネットでは，パケットの送受
信に関わる等時性は全く保証されない。このため，ストリーミング配信と映像再生
では，様々な技術を組み合わせ，再生側で映像再生の中断を可能な限り抑止する仕
組みを備えている。
本項では，ストリーミング技術の核となる圧縮技術とサーバ技術についての説明
と問題点の指摘を行なう。ただし，各 Codecの詳細については，本稿との直接的
な関わりを有していないため，ここでは省略する。本章は，ストリーミング配信の
事業への応用性に深く関与するストリーミング・フォーマットと高ピットレートの
映像配信を可能とする技術にその焦点を置く。
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圧縮技術
ストリーミングに関わるデータ圧縮技術は 2つの要件を満たさなければならな
い。第一の要件は，圧縮技術に関わる規格上の汎用性についてである。周知の通り，
映像データ圧縮の国際標準は MPEG圧縮技法であり，特に記録型メディア媒体
(DVDなど)で採用されている MPEG2を筆頭に様々な規格が存在し，同様に，
ストリーミングに適合する MPEG4フォーマットも IRealOnePlayer Jと
I QuickTimeJで採用されている。
しかし， RealNetworksと Microsoftは引き続き，独自のストリーミング・フォ
ーマットを主力とした製品開発を推進している。特に Microsoftは， Windows 
Media形式の普及を強力に推進しており，同社の再生プレイヤーでも MPEG4の
再生はサポートされていない。本稿中の 2でも記したように，米国内の家庭や企業
において異なるストリーミング・フォーマットが併用されているのは，この点に起
因するものである。現状において，事業用途のストリーミング・コンテンツをアッ
プロードする際に，市場シェアを考慮すれば， RealNetworksと Microsoftの両社
フォーマットをサポートせざるをえない。
ただし，これは独自のストリーミング技術やストリーミング・フォーマットを否
定しているわけではない。 1998年10月， IMPEG4 version 1 Jは一部の標準化作業
を凍結した上で，標準化作業を完了させ， 1999年に国際標準仕様として公開された
ものであるO しかし，同時に IMPEG4version 2 Jへの様々な仕様追加や拡張作
業なども行われ，現在では既に 9年にも及ぶ標準化作業期間を費やしている。往々
にして国際標準仕様化の作業は長期化するものだが，実際に製品開発化を進める企
業にとっては，この時間経過は必ずしも歓迎できるものではない。また， 2000年10
月から開始予定とされていた MPEG4のライセンス供給に関する話し合いにも大幅
な遅延が生じ， 2002年1月にようやくライセンス供給に関する仮要旨が公表された。
しかし，この MPEG4ライセンス供給は二転三転し， MPEG LA (MPEGライセン
ス協会)が最終的なライセンス供給方式を公表したのは，実に本年9月11日である。
Microsoftを擁護するわけではないが，これでは，先行して MPEG4に対応した
Appleや RealNetworksに対して，逆にその真意を聞い正したい。 Microsoftに対
して， MPEG4を採用していない点への批判もあるようだが，ライセンス供給につ
いてさえも不透明な期間が一長かっただけに，叱責できるものではなかろう。これま
での経緯を踏まえた上で，ストリーミングに対しての圧縮技術の重要性を理解して
いれば，先端技術を採用した独自フォーマットの開発研究と製品化を否定すること
はできないはずで、ある。しかし，独自規格の乱立の弊害を考慮に入れれば，国際標
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準フォーマットへの準拠が望ましいことには違いない。特に，利用者側がストリー
ミング形式により，異なる再生ソフトを動作させなければならない現状については，
その解決が強く望まれている。技術的な視点からも， MPEG4規格に準拠するか，
もしくは最低限の規格上の互換性を保つ拡張を推奨せざるをえない。後述する第二
要件とも共通した点となるが，ストリーミング技術で利用されるデータ圧縮技法は
年毎に進化し，これに比例して符号化技術なども複雑化している。標準規格に準ず
れば，この処理負荷を CPU以外のハードウェアで吸収し易く，反対に独自規格ほ
どCPU負荷を増すことになる。
第二の要件は，ストリーミング・データのインコード処理とデコード処理の効率
化と処理負荷の軽減である。特にインコード処理時の圧縮率を高めれば，インコー
ド処理負荷が増大し，処理に要する遅延時間も延びる。同様に，インコード処理負
荷の増大は，受信側のデコード処理にも大きな負荷を生じる。 MPEG以外にも多
様な圧縮技術は存在するが，過度な CPU負荷を要する圧縮技法ではストリーミン
グ方式に採用し難い。今後想定されるストリーミング映像の高品位化に比例し，イ
ンコード処理・デコード処理負荷はより一層増大するが，このトレードオフのバラ
ンスは常に最重点とされるべきである。特に，映像データはデコード処理後に数倍
程度に容量化されるため，非力な PCの CPUやメモリー・パスでは負荷率が許容
範囲を超える可能性も高い。 PC販売市場の大半を占める低価格 PCの存在を十分
に考慮し，全てを CPU処理に依存するのではなく， GPUを最大活用する処理も
必要となろう。
サーバ技術とサーバ環境
ブロードバンド化の進展とともに，ストリーミング技術はサーバに対しでもその
重要性をより一層高めている。何故なら， FTPのような単純なファイル転送の役
割を担うサーバを除き，同時アクセス中の利用者に対し，常に高実効スループット
の送信処理を可能とする汎用サービスがほとんど存在しないためである。インター
ネットで最もアクセスの集中する Webサーバは，その性質上，頻度の高いファイ
ル・リクエストに対するキューイング処理やトランザクション処理に最適化されて
おり，等時性を要する処理を得意とはしていない。これは， Webサーバ技術の問
題点ではなく，表示ページを構成する膨大な数の小量ファイルの送信処理には等時
性を要求されないためである。クライアント PCへ送信した 1個の HTMLファイ
ルは，クライアント PC中で表示用変換処理が行われ，この後，画像などの多数の
小量ファイルの送信要求をサーバに対して行う。このため，利用者の多い Webサ
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ーパは常にディスク中に散在している小量ファイルの読み出しと送信の処理に追わ
れてしまう。また， Webサーバの多くは， CGIや Javaなどで記述されたアプリ
ケーションとデータベースへのアクセスなども同時に処理しなければならず，これ
らの処理負荷もスループットを大きく低下させている。このため，利用者の通信環
境がどのように高速であろうと， Webサーバへアクセスするだけでは，実際に得
ているはずの通信の高速性を体感できる機会に乏しい。これは例えば，家庭で利用
しているインターネット通信接続サービスが 6Mbpsの通信実効スループットを得
ていたとしても，レスポンスの鈍い Webサーバにアクセスすれば，その通信速度
の効力の大半は失われてしまう。このため，家庭へのブロードバンド通信の普及と
併せ， Webサ}パ以外のサーバから，何らかのブロードバンド向けサービスを供
給できなければ， Iブロードバンド」は実体を伴わない単なる流行語になり果てて
しまいかねない。サーバ向けのストリーミング技術は，この点においても極めて重
要な役割を担っている。
ストリーミング・サーバと Webサーバは，両者ともに要求元 PCへのファイル
転送を主処理としているが，その送信対象のファイル形式，ファイル数，ファイル
サイズ，データ転送処理などについては大きく異なる特徴が見られる。 Webサー
バは送信対象ファイル形式に特別な制限を有しておらず，セキュリテイ設定が施さ
れていない限り，リクエストに従いどのようなファイルでも転送処理を行なう。こ
れに対して，ストリーミング・サーバの取り扱うファイル形式は，指定のストリー
ミング・フォーマットのみに限定される。このストリーミング形式ファイル中には
詳細な送信用設定も含まれており，実際の転送もファイル単位ではなく，独立再生
可能なデータストリームを単位とし，送信用設定で指定されたピットレートで送信
が行われる。また，受信側の PCもファイルダウンロードの完了を待たす、に，着信
したデータストリームから再生を行う。そして，ブロードバンド通信に適合し得る
高ビットレートの送信処理能力は，この仕組みを基に生まれるものである。ストリ
ーミング形式ファイルは容量的には巨大であるが， Webサーバのように小型ファ
イルを多数処理するよりも効率的なディスク・リードとメモリー・キャッシュを可
能にする。一度送信要求のあったストリーミング形式ファイルは，ディスクから
「データ・ストリーム Xn個」分が読み出され，同時に次回の読み出し位置もメモ
リー上に記憶され，これを繰り返しながら送信を完了する。ハードディスクはその
構造上，連続リードでは高速性を発揮できるが，ランダムアクセス時に大きくパフ
ォーマンスが低下するだけに，この先読みキャッシュ機構が有効に作用する。ファ
イル容量が巨大で、ある点を逆手に取り，配信用のデータストリームを先行して大量
94 広島経済大学経済研究論集第25巻第3号
にメモリー上へキャッシュしておき，高ピットレートの配信を可能にしている。
課題として，高ピットレート送信を実現するための様々な機構を備えるだけに，
リクエスト単位のサ}パの負荷率が極めて高い点が挙げられる。 Webサーバなら
ば，一定以上の負荷が生じたケースでも，利用者側のレスポンスの低下が発生する
程度の被害に止まるが，常に安定した送信状態を要求されるストリーミング・サー
バでは，ロードバランシング(負荷分散と可用性)を念頭に置いたシステム構築を
(23) 
求められる。オンデマンドによる配信事業では，数十台のストリーミング・サーバ
を併走させることも珍しいことではなく， 1.5 Mbps以上の高ピットレートのスト
リーミング・コンテンツ配信を行う大規模事業では，さらに高度な負荷分散を要求
されることになる。
4 ストリーミング技術に関する誤認
ハイビジョン放送や DVDなどと比較し，ストリーミング映像・音声は再生時の
画質と音質に劣るのではないか，とのストリーミング技術を疑問視する見方もある。
これは，ある一面において正しい。 MPEGは非可逆方式のデータ圧縮法を基礎と
しているため，オリジナルの映像・音声に対して忠実な再生がなされることはあり
えない。仮に， MPEG再生される映像・音声をオリジナルの映像・音声と比較し，
その差異を画質と音質の優劣とするならば，オリジナルの品質は必ず「優」となり，
MPEGの品質は必ず「劣」となる。残念ながら，この比較法を用い， MPEG画
(24) 
質・音質の「劣化」について検証されることもある。
しかし， MPEG映像・音声の品質とは，本来，オリジナルと比較して検証され
(25) 
るべきものではない。 BSハイビジョン放送も， DVD再生から得られる映像・音
声も，この非可逆圧縮を採用している。もし， iオリジナルへの忠実性」を品質の
優劣として問うのならば，ハイビジョンと DVDから得られる再生映像・音声の品
質も常に「劣Jである。ところが，これでは矛盾が生じてしまう。何故なら， BS 
ハイビジョン放送と DVDは，高品位映像・音質の象観でもある。
DVDは勿論のこと， CDから音楽再生も含め，デジタル化された世界は，現実
空間や実音とは本質的に異なることを忘れてはならない。最終的には，再生時にお
ける，人間の視覚や聴覚に対しての伝達力を間われるのであり，オリジナルとの差
異から優劣が判断されるものではない。これは，アナログ録音された音楽ソースを，
デジタル・リミックスする作業を一例とすれば，この理解がさらに容易になる。オ
リジナルのアナログ・ソースをデジタル化する際には，ノイズ除去処理を施し，ダ
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イナミックレンジの調整処理や多チャンネル化処理などを施す。これらの単純なデ
ジタル処理を施すことによって，聴き手には驚くほど音質面が改善されたような印
象を与える。ところが，このデジタル処理化後の音楽は，データ的に診れば，その
オリジナルとは全く異なるものである。つまり，デジタルエフェクト処理そのもの
が，人間の視聴覚能力に最適化する，科学的な加工処理でもある。特に， JPEGや
MPEGに代表される非可逆圧縮法は，人間の視聴覚能力を徹底的に科学分析し，
映像や音声の識別・判別能力の限界を逆手に取る，ブロックデータ単位による究極
の平均化技法であろう。
本稿では，デジタル・データに対する非可逆圧縮処理には大別し 2つのアプロ
ーチが存在することを指摘しておきたい。この第ーは，何らかのオリジナル・デー
タに対し，最大限のデータ圧縮効果を求めるケースであり，一定範囲内の「劣化」
と引き換えにデータ容量を削減する。この目的では，常に「オリジナル・ソース」
「圧縮率Ji劣化」の3点を天秤に掛けながら，データ容量(または，データ転送レ
ート上のピットレート)の妥協点を探る，言い換えれば， i再現性重視」のアプロ
ーチである。第二は，オリジナルとの差異については重要視せず，視聴者への伝達
力と表現力のみを重要視する。この目的では，定められたデータ容量(または，デ
ータ転送時のピットレート)において，視聴者への伝達力と表現力を最大化する，
言い換えれば， i伝達力・表現力重視」のアプローチである。
MPEG2はその規格制定の歴史と背景から，再現性重視のアプローチと定義すべ
きであろう。現実における用法も，ハイビジョン放送や DVDなどはこの目的上に
おいて，再現性の視点からの高品位映像・音声の供給を目指している。結果的に，
要求されるビットレートも高いものとなり，また視聴者も「臨場感」などの高い再
現性を求めてしまう。
一方， MPEG4に代表されるストリーミング技術で採用されている非可逆圧縮技
法については， MPEGlや MPEG2とはビデオ・オーデイオ符号化技術の開発方向
性が明らかに異なる。 MPEG4の規格制定には，当初 64Kbps以下の超低ピットレ
ートでも実用化可能な符号化技術を目指す，という野心的な目標ピットレートが先
行的に定められた。このため，その規格制定作業開始時から MPEG2とは異なる目
標上に標準化が進められていた。定められたビットレート以下で，どれだけ伝達力
と表現力を高められるか，この点を最重要視していたわけである。換言すれば，
MPEG4に代表される高非可逆圧縮技法を採用しているストリーミング技術は，
MPEG2と同次元の再現性をそもそも求めるべきものではない。再現性だけを追及
するのならば， nCUBEの in4Jのように MPEG2を採用したストリーミング製品
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も存在しており，通信帯域さえ確保可能であれば， MPEG2を採用したストリーミ
ング配信も技術的には可能である。 NTT-BBが現在提供中の 6Mbpsのストリー
ミング・コンテンツについても， iハイビジョン・クオリティー」と銘nつてはい
るが，これも高ピットレートの MPEG2相当を意味しているわけではない。あくま
でMPEG4による「ハイビジョン・クオリティー」である点には留意すべきであり，
NTT・BBもこの点について，もう少し適正な表現を用いるべきではある。
ストリーミング配信の応用適性
上述のポイントを踏まえれば，現状のストリーミング配信の応用範囲に矛盾が生
じていることを認識できるはずで、ある。既存のメディア産業は，最新の映画や音楽
配信に比重を置いたストリーミング配信は行っていないが，このストリーミング配
信によるエンターテイメント市場の将来性については重要視している。この市場の
将来性について疑問を投げかけるつもりはないが， DVD再生時に得られるような
高再現性を前面に打ち出した事業推進活動は，現状では自粛すべきであろう。また，
ストリーミング映像配信でも高ピットレート配信(例えば， 10Mbps以上)が可能
になれば，再現性の視点からもある程度満足できる映橡レベルを得られるが，その
本質上において MPEG2の代用に成り果ててしまうだけのことである。
ここにおいて指摘しておきたい点とは，ストリーミング配信される映像・音声に
ついては MPEG4の本質である「伝達力・表現力」を訴求すべきであり，単純に高
解像度や高再現性を求める必要はないという点である。簡単に言えば，ストリーミ
ング映像・音声は「高レベル圧縮技法上での美しい映像と音声」を追求すべきであ
る。映像にブロックノイズやゴーストなどが生じるケースは論外として，視覚・聴
覚上において軽視して構わない部分は大胆に切り詰め，高圧縮を図る。これが，
MPEG4に代表されるストリーミング技術上で要求されるビデオ・オーデイオ符号
化の歩むべき方向性のはずである。
仮に，この本質論が守られるならば，応用適性についても再考しておくべきであ
ろう。最も適性の高い応用事業は，現在の地上波放送事業の全般， CATV，レンタ
ル・ビデオ (VHS相当)，音声放送(中波・ FMラジオ)などがその主な対象とな
ろう。特に，映像・音声の品質レベルの低い地上波放送， CATV局の独自番組な
どは，一般企業レベルのストリーミング・コンテンツでも将来的には容易に実現で
きょうし，双方向性を最大活用できれば，その事業応用範囲は極めて広範囲となる
(次項5を参照)。反対に，ストリーミング配信による映画配給に関しては，現状の
ストリーミング技術が継続的に進展する限りにおいては，必ずしも高い適性を示す
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ものではない。レンタル・ビデオ (VHS相当)よりも高品位な映像・音声をスト
リーミング配信することは可能であっても，高ピットレートの MPEG2形式を採用
する DVD・Video映像・音声から得られる「高再現性」を現時点において求めるこ
とはできない。例えば，マイクロソフトによれば， Windows Media 9シリーズの
圧縮技術を用いれば，現在 BSデジタル放送(18-24Mbps程度のピットレート)
の映像・音声を，その約4分の lとなる 4-6Mbpsのピットレートでも同等の映
像・音声を得られる，と主張している。しかし，これは伝達力と表現力における
「同等」であって，その映像・音戸が完全に「同質」となるわけではない。
ストリーミング映像配信の障壁
2002年6月 NTT東日本とマイクロソフトの共同による次世代ストリーミング配
信実施を例として見ても， (MPEG4レベルの)ハイビジョン・レベルの映橡配信
であれ， 10 Mbps以下(実際には， 6 Mbps)の通信帯域で実現されており，標準
的な地上波放送レベルのストリーミング配信ならば， 1.5 Mbps前後の通信帯域を
確保すれば，実現上の問題も生じない。ただし，ストリーミング配信市場の成長性
には課題点も多く，特に家庭におけるインターネット通信接続に関わる課題点、の克
(33) 
服が鍵となる。ここでは，ブロードバンド利用契約者の最も多い ADSLを例に挙
通信速度
2Km 4Km 6Km 
図1 高品位映像配信と求められる ADSL通信速度
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げ，この課題点について概説する。
NTT-BBの提供している 6Mbpsのストリーミング配信映像は，図1でも示さ
れるように， 8 Mbps ADSLの利用契約者では 2.2-2.3Kmの経路線長が限界とな
り， 12 Mbps ADSL利用契約者でも 2.5-2.7Kmの経路線長において通信帯域不
足が生じてしまう。このため，この配信サービスについては， FTTHの利用契約
者であること， NTTの地域 IP通信網内からのアクセスであること，この2つの
前提条件を満たさなければならない。残念ながら，国内通信の現状では，貧弱なイ
ンターネット・パックボーン回線を経由してしまえば，優良 ISPの利用者でも 1.5
(34) 
-3 Mbps程度のストリーミング配信サービスの受信が上限となってしまう。つま
り，今後数年で国内のインターネット通信環境が著しく改善されない限り，上図中
の「標準~高画質レベルのストリ}ミング・サービス」程度までしか，インターネ
ット経由から受信できないことになる。これは， FTTHの利用契約者も同様であ
(35) 
り，地域 IP通信網外での通信実効スループットは極端に不安定である。つまり，
上図中に示される「ハイビジョン-DVD相当レベル」のストリーミング・コンテ
ンツについては， ISPや通信事業者の独自ドメイン内からのアクセスに限定される
ことになり，事実上，ストリーミング・コンテンツの 2階層化が進行することにな
る。
5 ストリーミング技術の奮すビジネスの変化
本年， 2002年はストリーミング技術の転換期として位置付けられる。映像・音声
のストリーミング配信そのものについては， 2001年以前の段階においてもインター
ネット上で活用されてきたが， 2002年に入り，ストリーミング技術開発動向に大き
な変化が生じている。 2001年以前のストリーミング対応製品は特に家庭での利用を
想定した，どちらかと言えば，個人向け製品開発であったのに対し，下記(a)-(d)に
示されるように， 2002年から企業ニーズを踏まえた技術開発と製品開発へとシフト
し始めている。
(a) インターネット上でのブロードバンド・コンテンツ配信
(b) インターネット家電製品への対応と AV型PC
(c) LAN環境下でのイントラネット型ストリーミング配信
(d) eマーケテイング向け
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上記(a)については，これまでもストリーミング技術の中核的な役割ではあったが，
新たに，再生プレイヤーも広帯域通信への最適化，即時再生性の向上，データ圧縮
率の向上， End-to-End接続のサポート，広告挿入など様々な機能が追加され，ス
トリーミング・コンテンツ配信事業への適合性をより一層高めている。また，スト
リーミング配信用サーバにもストリーミング・コンテンツ配信時の大きな課題であ
ったロード・バランシング処理への対応も施された。
(b)については，本稿中の 2でも紹介したように，ストリーミング・コンテンツに
対応したセットボックス型の家電製品の技術開発も順調に進行しており， AV製品
などからのストリーミング・コンテンツへの直接的なアクセスも近い将来に可能と
なろう。また，マイクロソフトでは rWindowsXP Media Center EditionJを現在
開発中で， rWindows Media Player J rWindows Movie Maker J rWindows 
MessengerJを中軸としたユーザ・インターフェイスの全面変更，リモコン操作対
応など， PCの家電化を強く推し進めるものである。これらの製品群の登場は， PC 
以外からのストリーミング・コンテンツへのアクセスを可能とするため，ブロード
バンド・コンテンツ市場を一気に活性化させるだけの推進力を有する。
(c)については，ストリーミング技術を企業 LAN環境下のアプリケーション・サ
ービスへと融合させる試みであるが，同時に企業内の LAN利用者に向け，双方向
コミュニケーション機能も提供する。企業内の通信環境は，インターネット通信環
境下で得られる通信実効スループットよりも遥かに高速であり，インターネット上
の通信に関わる技術的な問題点や課題点についても，大きな障壁とはなり難い。こ
のため， (a)において追加された機能強化は， LAN環境下ではさらにその付加価値
を高められる。マイクロソフトではこの通信環境を想定し，マルチプロトコル
(TCP， UDP， MMS， HTTPなど)や IPマルチキャストなどに対応， Outlook上
でのライブ配信型電子会議機能，なども追加している。
上記(a)(b)(c)とは異なり， (d)については，これまでには見られなかった新たな方途
であり，今後一躍脚光を浴びることになろう。国内におけるブロードバンド通信化
の急速な進展は，社会や企業に対してこれまでに例のない強大なインパクトを与え
ることにもなる。本稿をここまで読み進めれば，極めて近い将来においてこれまで
メディア産業(特に，放送事業者)に依存してきた放送型発信能力を，企業各社の
情報施設設備中にも兼備し得る，その高い可能性について理解できるはずであるO
インターネット接続世帯数の急激な増加に加えて，ブロードバンド通信とストリー
ミング技術，この 2つの並行的な進展は，企業に新たなコミュニケーション・チャ
ネルを付与することになろう。企業各社が個別にストリーミング配信の事業への応
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用を確立し，双方向コミュニケーションやリアルタイムなマーケテイング活動を展
開できれば，これまでに例を見ないほど強力な eマーケテイング活動の展開が可
能となる。
ビジネス・ストリーミング
ストリーミング技術の登場以前から，オンデマンド映像配信，映像コミュニケー
ション，電子会議などは，これまでにも企業や教育機関などに対して一応の導入実
績を残してきた。それでは，本稿中で取り上げてきたストリーミング技術とこれら
従来の映像配信技術との聞にはどのような違いがあるのか，この点について概説す
る。
従来のオンデマンド映像配信，映像コミュニケーション，電子会議などのシステ
ムは，これらの各用途向けに開発された専用システムであり，汎用性と拡張性に乏
しく，また広帯域通信への適合性にも欠けていた。例えば，オンデマンド映像配信
と電子会議は完全な別システムであり，プラットフォーム・レベルでの機能統合や
資源共有を前提とした仕様とはなっておらず，また配信事業への適合性にも欠けて
いた。さらに，専用システムは導入経費と運用経費の両面に問題を抱える。特に前
世代の ATM通信装置を利用した MPEG2用の VOD製品などは，導入経費だけ
で数千万円にもなっていた。
これに対して， 2002年版のストリーミング技術は，汎用性，多様性，拡張性，可
用性，事業性の全てを兼ね備える仕様となっている。マイクロソフトでは，このビ
ジネス環境への高い適合性，企業内外のコミュニケーション能力の飛躍的な向上，
この2つを合わせて「ビジネス・ストリーミング」と総称している。
ビジネス・ストリーミングについては，今後下記の 5つの目的を主とした展開が
予想される O
(a) eラーニング
(b) 宇土内コミュニケーション
(c) CRM (eサポートを含む)
(d) 企業広報，事業報告
(e) 宣伝・広告
上記中の(c)(d)(e)は特に注目すべきであり，上述した ieマーケテイング」の具体
例となる。 CRMのケースでは，例えば，商品の説明やサービスなどの映像化，
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FAQの映像化，顧客に対してのリアルタイム映像による対応など，顧客とより密
接な関係の構築を図れる。また，投資家への情報公開の映像化，企業 HP(ホー ム
ページ)で映像効果を駆使し，企業のブランド・イメージを高めることも可能とす
る。加えて，商品についての広告，イベント，キャンベーンなどを映像化するなど，
この応用範囲については枚挙に暇がない。
現在のストリーミング配信は， Iメディア産業と家庭」と「通信事業者と家庭J，
あるいは「メディア産業+通信事業者と家庭J，この 3つのチャネルの関係を機軸
としたものであるが，ビジネス・ストリーミングでは新たに「企業と家庭」への直
接的なコミュニケーション・チャネルを生み出そうとしている。今後のビジネス・
ストリーミングの進展は，企業のメディアミックス戦略を根底から変化させるほど
の強大なコミュニケーション・チャネルへと成長する可能性を有しており，これは
同時に，各企業をストリーミング市場でのキープレイヤーへと変えてしまう可能性
を示唆するものでもある。 Microsoftの HPでは，ストリーミング技術の事業への
応用性を「一般企業向けシナリオJと「放送事業者向けシナリオ」に分けていなが
ら，この後者を電波放送事業者ではなく，インターネット放送事業者向けとしてい
る点も興味深い。
6 本稿のまとめと今後の研究について
初期の頃におけるニューメディアは，伝送路の違いを分類軸としたが，最終的に
同じ形式で提示される情報でも，複数の選択可能な経路を通ってくるものもあるこ
(44) 
とから，伝送路という側面だけでは，ニューメディアを分類することはできない。
Rice (1984) は，ニューメディアを，コンビュータなどの利用者相互間に，あるい
は利用者と情報との聞に，相互作用を可能にするコミュニケーション技術であると
している。現在のブロードバンド通信環境では，ニューメディアとは「デジタル通
信ネットワーク上のコミュニケーション技術」と定義することもできょう。
ストリーミング技術は，実体としては「メディア(媒体)Jではない。「ストリー
ミング」とは，コンテンツをデータストリーム単位に準等時配信する技術であり，
受信再生側ではラジオ，テレビ，フィルム，ビデオ， CD， DVD，これらのいずれ
のメディアの役割も果たすことができる。言わば，ストリーミング技術は「従来メ
ディァ」のための新たなメディア・テクノロジーである。 Fisk(1987)は，メディ
アを「コミュニケーションを可能とする媒体jとしており， "presentational media" ， 
全representationalmedia"，“mechanical media"の3種に分類しているが，スト
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リーミング技術はこの3分類法のいずれにも属さない。また，同時に，電波法と放
送法の法規制下に置かれない，自由な放送型メディアでもある。つまり，これまで
の用いられてきた「ニューメディア」とは本質的に異なり，あらゆる従来型メディ
アを吸収可能な，あるいはあらゆる従来型メディアと融合可能な，配信型メディア
(45) 
と称すべきであろう。インターネットの創案者と考えられている MITのLicklider
は，コミュニケーション・ツールとは単なるコンピュータ・ネットワークの送受信
以上のものである，と定義している。これまでのインターネットの社会的な功績を
否定するものではないが，今日にしてようやく Lickliderの真意に沿うコミュニケ
ーション・ツールへの進化を果たしたのではないだ、ろうか。つまり，この実現に35
年近い年月を費やしたことになる。インターネットを「コンピュータ・ネットワー
ク」として捉えてきた時代から，インターネットが広義の「コミュニケーション・
ツールJとしての役割を果たす時代へとまた一歩前進したことになろう。この配信
型メディアは， LickliderとRiceの2人の定義を満たす。同時に，これまでメディ
ア産業に独占されてきた「メディア」を全てに対して開放する。この意味において，
インターネット上の「ニューメディアjと称することができょう。
今後の研究
ストリーミング技術は，従来型メディアを刷新する目的で開発されたものではな
いが，従来型の各メディアに対して，今後多大な影響を及ぼす可能性を秘めている。
ブロードバンド通信環境のより一層の普及と高速化が進めば，比例的にその影響力
は増し，家庭レベルでも「ニューメディア時代の到来」を実感できる機会も増えよ
つ。
現時点のストリーミング配信(インターネット放送も含む)の実態は，映画産業
や音楽産業，放送事業者と電気通信事業者の副業的な意味合いもまだまだ強い。そ
の一方で，インターネット時代となりつつある現在，情報の大量消費化が進行し，
情報の単価は確実に下がり始めている。ブロードバンド通信とストリーミング技術
の進展によって，この傾向が今後より一層進めば，情報の対価がゼロに近づき，価
値ある情報を生産するというインセンテイブも薄れ始めるのではないか，という危
倶も生じる。確かに，これは情報化社会における「アキレスの腫」のようにも映る
が，実際には，歴史上において絶え聞なく繰り返されてきたプロセスでしかない。
現在の「情報の価値」が未来永劫において同等の価値を維持し続けることはありえ
ず，時間経過の上では，より付加価値の高い情報への供給能力を問われるだけであ
り，何時の時代であれ， r価値ある情報」からインセンテイブが失われることはな
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いはずである。今後の本研究は，特にビジネス・ストリーミングに注目し，この進
展の中で事業戦略はどのように変化し， I情報の価値」はどのように変化していく
のかを的確に分析していきたい。
注
(1) http://www.kantei.go担。p/singiJit2/ketteν010626.html
(2) 余談となるが， r e・ビジネスjとreビジネスjは概念的に別語であることに注意してい
ただきたい。 reBusinessJの場合の接頭語となる“e"は， "electronic"に限定されるも
のではなし“e"を頭文字とする全ての語群を示すものである。“e"を頭文字とする語群
の力強さを背景として，ビジネスそのものを革新的に進化させる意味を有する。一部の文
献や用語解説などにおいて，この 2語を同意語として定義しているものもあるため，ここ
のおいてこの誤りを指摘しておきたい。
(3) ここで指摘する「ビジネス的価値」とは，対外的コミュニケーション・チャネルに係わ
るものだけである。
(4) nielsen-netratingsの2002年調査レポート， "New Web Multimedia Format Report"を
参照。
http://www.nielsen-netratings.com/pr/Pc020620.pdf 
(5) http://www_microsoft.com/japan/windows/windowsmedia/thirdgen/ default.asp 
(6) この 2社の製品概要については，両社の HPに詳細が掲載されているため，ここでは省
略させていただく。
(7) http://www.zapmedia.com/products/zapstation.html 
(8) http://www.intervideo.com/jsp/Press.jsp?mode = Int巴rZapFinal
(9) http://www.sun-denshi.co.jp/06_N ews/0602]rod_N ews/h140716.PDF 
(10) http://www.microsoft.com/presspass/press/2002/Jul02/07-15DigitaLibraryPR.asp 
(l) 通信では，一般的に転送速度を単位として用いる。しかし，インターネットの通信環境
では，遅延時間を単位として用いるほうが適当で、あるかもしれない。 100Mbpsを r1秒
間に 100Mビットの送信」と考えるよりも， i100 M ピットを送信するのに 1秒間要するJ
と考えるほうが，ストリーミング技術の理解が容易になる。
(l2) ただし， WMVはMPEG4をベースとしたストリーミング・フォーマットではある。
同 Koenen(2001， pp. 6ι65) 
(14) Koenen (2002， p.1) 
同 http://www.mpegla.com/news/n_02-09・1Uvt.html
同 MPEGに準拠する必要性は，特にハードウェア・アクセラレーション機構を最大活用
可能な点にある。特に最新ビデオ・カードでは強力な MPEG2再生支援機能を有する製品
も増えており， DVDなどの MPEG2再生時に CPU負荷を低減できる。容易なことでは
ないが， MPEG4に関しでもこれらのハードウェア・アクセラレーション機能を部分的に
でも利用可能になれば，高圧縮率の MPEG4や MP3データへのデコード処理も同様に大
きく軽減させることが可能である。
Gカ ISOIIEC(1999) 
同 Symes(2000， pp. 293-297) 
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同 CPU処理の高負荷率の予想される rWindowsMedia 9Jでは，既に GPUチップ開発メ
ーカーが協力を表明している。 ATI社と nVidia社の2社は，ハイビジョン・レベルの映
像出力処理と WMVデコード処理を GPU機能上でサポートすることを表明している。な
お， ATI社は Radeon9000シリーズ製品中で既に rFULLSTREAMJ，rVIDEOSHADERJ 
などの拡張機能を有している。
http://www.microsoft.com/presspass/ press/2002/ apr02/04-23VideoCardPR.asp 
側送信相手の通信速度に下限が設定されていないことにも影響されている。。 さらに，送信先 PCとの通信状態も監視しており，設定している転送ビットレートを下
回る通信状況であれば，フレームレートを変動させることもできる。
ω 鈴木et.α1.(1997， pp. 301-302) 。3) Rao， et.α1. (2002) 
制)例えば， Richardsonや ISO/IEC]TC1/SC29/WCll (999)など0
(25) Pereira and Ebrahimi (20m， pp. 37-65) 
制 MPEG1とは異なり， MPEG2のピデオとオーデイオ符号化に関する標準化作業は，再
現性を高める高ピットレール仕様として検討予定されていた MPEG3と合わせ，最終的に
規格化されたものである。この詳細は参考文献中， Mitchell et. aL， Yasuda， Linなどを参
照。
開 Koenen0999， pp. 2ι.27) 
師9http://www.ncube.com/vodln4system.html 
倒 しかし，この MPEG2の代用的な役割も否定できないで、あろうし，この方向においての
市場は拡大していくことにはなろう。
倒 この概要については，マイクロソフトの2002年6月5日付けのプレスリリースを参照い
ただきたい。 http://www.microsoft.com/japan/presspass/releases/060502wmt.asp
倒 この概要については，向上の URLから，マイクロソフトの2002年6月5日付けのブレ
スリリースを参照いただきたい。
同 このストリーミング配信は，高精細映像と 5.lchのサラウンドオーデイオを組み合わせ，
6 Mbpsの通信帯域で行われた。
同 この詳細については，参考文献中の山本 (2002a)を参照していただきたい。
倒) この詳細については，参考文献中の山本 (2002a)を参照していただきたい。
同向上
同特に， Microsoftと RealNetworksの2社は， 2002年に投入する新パージョンの製品群
から，ビジネス向けストリーミング・アプリケーションの開発プラットフォームの充実を
言十っている。
(均 これらの機能拡張の詳細については， MicrosoftとRealNetworksの HPを参照してい
ただきたい0
(38) http://www.microsoft.com/windows/ ehome/ 
倒 ただし，これらの全ての企業が放送事業へ参入する，と指摘しているわけではない。
同 一例を挙げれば， NECの VODシステムrHYPERMS-LiteJとグループウェアの
rStarOfficeJの組み合わせた、けでも，最大配信容量を確保した場合には，容易に1000万円
を超過していた。
http://www.nec.co担/press/ja/9703/0302・Ol.html
制 これらの機能拡張の詳細については， MicrosoftとRea1Networksの HPを参照してい
ただきたい。
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倒 http://www.microsoft.com/japan/business/streaming/ default.asp 
同 インターネット放送と電波放送の衝突に関しては，山本 (2002b)を参照いただきたい。
仰) 詳細については， Manovich (2001， pp. 59-61)のハイパーメディアを参照。
位。 Leineret.α1. (2000) 
位。 Licklider(1968) 
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